（仮称）市民参加と協働を推進する条例素案の骨子 

－第10回懇話会（06/06/02）、研究会⑩（06/07/06）、研究会⑪（06/07/25）で検討を行った結果のまとめ－

■条例の柱となるもの
条例は、①促進

②市民参加　　　の４つの項目を主な柱とします。①～④については以下のとおりです。

③協働

④支援

①促　進
まちづくりの主役である市民による市民公益活動への積極的な参加、自治会（町内会）などによる地域コミュニティ活動の活発化や基盤の強化のため、次に掲げる様々な方法を検討します。

・道路や公園などにアダプト制度※を導入し、自治会や企業、学校などの団体の参加を促します。

・平成１８年３月開設の境港市民活動センター（市民会館１階食堂跡）を有効的に活用し、市民公益活動団体の支援やその育成を図ります。
・市民参加のしくみやボランティア活動などの活動について、市報などにより積極的に広報します。

・市内の事業者が地域貢献活動へ積極的に関わり、また、就業する人がボランティア活動などの市民公益活動に参加しやすい環境整備（労働条件など）に努めていきます。


②市民参加
市の計画、政策などの立案、実施および評価など、行政活動への市民の積極的な参加により、幅広い意見などを反映させることにより、市民が主体となったまちづくりを推進します。


・審議会などの会議の公開と公募による委員選出

・パブリックコメント制度（市民からの意見提出手続き）

・市民ワークショップ、公聴会、説明会

・政策提案制度

・住民投票制度　　など


③協　働
ＮＰＯや市民公益活動団体と市が豊かなまちの実現のため、お互いの役割を認め合い、対等な立場で良きパートナーとして活動することで、様々な事業の展開や課題の解決を効果的に行うことを目指します。

・市の行政サービス（委託業務など）について、ＮＰＯなどの市民公益活動団体や自治会などへの委託を可能とします。
・企画提案型の協働事業（ＮＰＯなどから市へ、また、市からの提案による）の実施
・協働事業を実施する市民公益活動団体の登録制度
④支　援

　ＮＰＯなどの市民公益活動団体に対し、その育成や活動の推進に対する支援に努めます。

・予算内での財政的支援や専門相談窓口の設置

・市民活動センターなどの活動場所の提供と公共施設の柔軟な利用とその活用

・協働のまちづくりファンド（基金）の創設　など

※担　保
協働の担保とは、市民公益活動団体などと市との協働が適切に実施されているかどうかを監視する、また、条例そのものについても、社会情勢の変化などに対応した見直しを行うことを可能とするものです。
・市報などで公募する市民や有識者で構成する第三者的機関（審議会など）による協働事業の評価

・事業実施や評価結果などの公表、この条例の必要に応じた見直し　など

　　　　総則（前文、基本理念、目的など）　
１－１　条例名称
　境港市市民参加と協働を推進する条例

１－２　前文
　境港の風土、特性の紹介と市民（懇話会）の想いを表現します。

１－３　基本理念（目的）
条例の目的を達成するため、基本理念をおおむね次のように定めます。

①市民参加を促進するには、

・市民自らがまちづくりの主役という意識を高めていきます。

・市民は市政への参加（参画）する権利を有し、20歳未満の者（青少年や子ども）も年齢や条件に見合う同様の権利を有します。

②協働を推進するには、

ＮＰＯや市民公益活動団体などと市、または団体同士がそれぞれ対等な立場で役割を分担することでより良い効果を生み出し、地域への新しい形での貢献ができるよう努めます。

③協働のまちづくりを進めるためには、

自治会（町内会）などのコミュニティ組織を再認識し、地域住民自らが権利と義務を確認して、地域コミュニティ活動への積極的参加やＮＰＯなどの市民公益活動団体との協働（事業）が円滑に行える環境整備と住み良いまちづくりを目指します。

１－４　定義

【市民】

・市内に在住、通勤、通学する人（20歳未満の青少年や子ども、永住外国人も含みます。）

【事業者】

・市内に事業所などを持つ個人や企業
【市民参加】

・市政の運営に市民の意見を反映するため、各種政策などの企画、立案から実施、評価に至るまで、市民が様々な形で参加すること。

【協働】

・市の実施機関とＮＰＯなどの市民公益活動団体、自治会などのコミュニティ組織がそれぞれ対等な立場で協力し合い、様々な施策などに取り組むこと。

【市民公益活動】

・市民が自主的に行う公共の利益増進に寄与することを目的とした活動（営利、宗教、政治などの活動は除きます。）

【市民公益活動団体】

・市民が自主的に行う公共の利益増進に寄与することを目的とした活動を行う団体（営利、宗教、政治などの活動団体は除きます。）

【行政活動】

・地方自治法第２条に規定するところにより事務を処理するために行う活動


【市】

・市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会の総称で、市の実施機関のことを指します。

【コミュニティ活動】

・地域住民が自主的に行う地域住民のための活動

１－５－１　市民の役割

・子どもからお年寄りに至るまで、市民参加、協働、コミュニティ活動へ積極的にかかわることに努めます。

１－５－２　市民公益活動団体の役割
・ＮＰＯなどの市民公益活動団体は、その活動の推進や協働を展開するため、各々の団体で中心的存在となる人材の確保、育成に努めます。

・協働の主体として、運営の公益性と公開性を保ち、市民にその活動への理解と参加の促進に努めます。

１－５－３　事業者の役割

・企業などの事業者は、営利活動以外での地域貢献（支援）と企業などの就業者が公益活動に参加しやすい環境整備に努めます。
１－５－４　市の責務
・総合的な環境整備、様々な市政に関する情報や活動場所の提供、財政支援など、予算の範囲内で適切に実施します。

・様々な市民参加機会の提供を積極的に行い、十分に市民の意見を聴き、また反映できるように努め、各種の計画策定や施策などを実施します。

・職員の協働についての十分な理解と意識の高揚に努め、職員の意識改革を図ります。

　市民参加とその促進　
２－１　市政や市民公益活動への参加促進

・市政に関する情報を迅速かつわかりやすい提供に努めます。

・身近な道路、公園などについてアダプト制度を導入し、社会貢献（ボランティア）活動への参加を促します。

・市民活動センターを拠点とした各市民団体間の連携強化により、さらなる交流の輪を広げます。

・市民公益活動団体を育成する制度の検討を行います。

２－２　市民参加の対象

・市の総合計画などの策定または変更


・市政に関する基本方針、市民に義務を課し、若しくは市民の権利を制限することを内容とする条例の制定または改廃

・広く市民に適用される市民生活に重大な影響を及ぼす制度の導入または改廃

　
・公共の大規模施設設置に係る基本計画などの策定やその利用や運営の方針、またはそれらの変更


２－３　市民参加の方法

①審議会などの会議の公開と委員の公募制（現在、会議の公開に関する指針を制定しています。）

②パブリックコメント制度（市民からの意見提出手続き）・・・（現在、要綱を制定しています。）

③市民ワークショップ、④公聴会、⑤政策提案制度

その他は、説明会など

２－４　市民参加による意見などの取扱い
・市は、市民参加の手続きを行った場合、提出された意見や情報を総合的かつ多面的に検討します。

・市は、原則、市民からの意見や情報の検討を終えたときは、提出された意見、提案、情報の検討経過および検討結果を公表します。

　住民投票　
３　住民投票

・市長は、市にかかわる重要事項について、市民の意思を直接問う必要がある場合、市民投票を実施することができます。また、市民や議会からの請求による住民投票も可能とします。


　協　働　
４－１　協働の仕組みづくり
・市は、ＮＰＯ、市民公益活動団体、自治会などとお互いに情報を共有し、お互いによく理解し合うことで連携を深め、それぞれの団体と十分な協議を行い、協働の仕組みづくりに努めます。

４－２　行政活動への参入の機会の提供
・市はＮＰＯや自治会などに対して、行政活動への参入の機会の提供に努めます。

（専門性や地域性を考慮したうえで、原則公募によるものとします。）

４－３　市民公益活動団体の登録制

・行政活動への参入を希望する場合、登録制を原則とします。

４－４　企画提案型の協働事業
・市は、必要に応じて、市民公益活動団体などへの企画提案型の協働事業の募集を行い、または団体などからの提案を受けることができるものとします。

（いずれも第三者機関で審査の上、実施の可否を決定）

４－５　協働事業の実施状況の報告
・市は、毎年度、市民公益活動団体などによる行政サービスにおける協働事業やその他の協働事業の実施状況を取りまとめ、原則、公開するものとします。
　支　援　
５－１　市民公益活動団体への支援
・市は、市民公益活動を行う団体に対しその活動を推進するため、予算の範囲内で助成金の交付などの財政的支援に努めます。


・市は、市民公益活動の拠点施設である境港市民活動センターの適切な管理運営とそれ以外の公共施設においても市民公益活動を行う団体が簡単で自由に利用できるように努めます。


・市は、市民公益活動団体に関する情報の収集と提供を行うとともに、情報環境および相談窓口体制の整備、充実に努めます。

　担保　
６－１　第三者機関の設置
・市民参加と協働の推進と時代の動きに的確に対応させるため、公募による市民や有識者などで構成する審議会を設置します。


・審議会の役割として、

○「（仮称）市民参加制度および協働推進指針」の具体的内容の検討（調査、研究および見直し）

○市民参加と協働の実施状況に関する総合的評価

○本条例の見直し（改正または廃止）に関する事項

○市民公益活動団体の登録申請および財政支援申請に係る審査　など

６－２　条例の見直し規定
・本条例の見直しは○年ごと、または社会情勢の変動など、必要に応じて適切に行うよう努めます。

------------以下は削除-------------------


　その他　
【議会の役割について】

・和光市市民参加条例では、以下のように定めています。

第５条

議会は、市民と情報の共有を図り、市民や市の機関と協働し、市民参加を進めるよう努めるものとします。　

【コミュニティ活動推進について】

・宗像市市民参画、協働及びコミュニティ活動の推進に関する条例では、「第４章　コミュニティ活動の推進」を次のように定めています。

●コミュニティの範囲　●市の責務　●コミュニティ活動への参加　●コミュニティ運営協議会の運営　●市民公益活動団体などとの協働　●コミュニティの拠点　●行政サービス参入における協働の登録

第○○次　境港市総合計画など





計画に基づく様々な事業や施策の展開





事業や施策の実施成果とその個別評価





市民





参加





参加





参加





【補足説明】


○条例制定による住民投票は、20歳未満の市民や外国人の投票も可能となります。


○重要な事項について・・・過去に全国各地で実施された例として、原発施設、産廃施設、米軍施設などの設置の是非や市町村合併、広域的な環境問題などがあります。





※主に、学校、公民館、体育施設、公園など





※主に、情報公開制度、小中学校の通学区域制度、ごみの分別収集制度など





※総合計画以外の計画として、男女共同参画プラン、子育て支援計画などがあります。





※アダプト制度・・・道路や公園などの公共施設を養子に見立てて、市民が里親となって養子の美化（清掃）を行うもので、行政はその活動を支援します。市民と行政がお互いの役割分担とパートナーシップにより、環境美化を図るものです。





（� HYPERLINK "http://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/files/koucyo/sanka/oshirase/kangaekata.htm" ��地方自治体は市民の福祉の増進を基本として、地域における行政を実施することとされていますが、市の実施機関がその本来の役割を達成するために行うすべての活動を指すものです�。）





路上喫煙禁止条例、ポイ捨て禁止条例など





支援策として、実施中または検討中のもの





○市民活動推進補助金（平成１７年度より事業を実施しています。）


○市民活動保険制度（市民公益活動中の事故への補償など）


○（仮称）協働のまちづくりファンド(基金)の創設


（市の基金である「緑と文化のまちづくり基金」の有効活用や市、民間資金、市民からの寄附金による公益信託制度※など）





※公益信託・・・個人や法人が財産を一定の公益目的のために信託し、信託銀行などが定められた公益目的に従い、その財産を管理・運用し、公益目的を実現する制度です。





環境基本条例などの市政全般及び市政の個別分野における市の基本理念や基本的な方針を定める条例





平成１８年３月、市民会館１階食堂跡に境港市民活動センターを開設





例：「(仮称)境港市市民参加と協働推進に関する審議会」





○議会の役割は、議会は市民の代表であるとの考え方から、条例での位置づけはしない。（市民や事業者に包含される。ただし、住民投票の条項では、議会の住民投票請求権が登場する。）





○コミュニティについては、「基本理念」や「市民の役割」または「市民参加の促進」の部分での記述に留める。
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